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平成２６年労第２７２号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による療養補償給付及び休業

補償給付を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月○日、Ａ所在の会社Ｂ（以下「事業場」という。）に雇

用され、平成○年○月から○部門に異動、平成○年○月からは寿司製造担当とし

て手巻き寿司の製造業務に従事していた。 

請求人によると、平成○年○月末から翌年○月にかけて寿司製造が集中する繁

忙期に、手指及び上肢への負担が増加し、平成○年○月○日の○に「恵方巻き」

を製造中、指の激痛と手の腫れが生じた。その後も業務を続けたが、同年○月○

日にＣクリニックに受診し「左手腱鞘炎」と診断され、数週間休業した後同年○

月に業務に復帰したが、痛みとしびれが上肢全体に広がり悪化したとしている。

その後、同年○月○日Ｄ診療所に受診し「頚肩腕症候群」（以下「本件疾病」とい

う。）と診断された。 

請求人は、本件疾病は業務が原因で発症したとして、監督署長に対し、療養補

償給付及び休業補償給付を請求したところ、請求人の疾病は業務上の事由による

ものとは認められないとして、これらを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、さらに、この決定を不服として、本件再審査請求に及んだも

のである。 
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第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、請求人に発症した本件疾病が業務上の事由によるものであると認

められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断  

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）本件疾病は、上肢作業によって発症しうる疾病であるが、これに関しては、

労働省（現：厚生労働省）労働基準局長は、「上肢作業に基づく疾病の業務上外

の認定基準」（平成９年２月３日付け基発第６５号。以下「認定基準」という。）

を策定しており、当審査会としてもこれを妥当なものと考えることから、以下

認定基準に基づいて、本件の業務起因性について検討する。 

（２）「上肢等に負担のかかる作業を主とする業務に相当期間（原則として６か月 

以上）従事した後に発症したものであること」について 

   まず、請求人は、平成○年○月以降、本件疾病が発症したとされる平成○年

○月○日までの約１年８か月の間、寿司製造担当として、巻き寿司などの製造

作業に従事していたことが認められることから、請求人は、認定基準に定める

「上肢に負担のかかる作業（上肢の反復動作の多い作業）」に相当期間従事して

いたものと認められる。 

   なお、請求人らは、本件疾病の発症日は平成○年○月○日であると主張して

いるが、Ｅ医師は「不詳」とし、Ｆ医師は当初平成○年○月○日付け意見書で

は「平成○年○月○日」としていたものの、後日平成○年○月○日付け意見書

では、「平成○年○月○日」と意見を改めている。一方、Ｇ医師は平成○年○月

○日付け意見書で「平成○年○月○日」としている。Ｆ医師は、発症日を変更

した理由として、業務が本件疾病発症のより大きな危険要因となったのは平成
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○年○月○日までの期間であったことや治療を同日までに開始すべきであった

ことなどを挙げているが、本件疾病の発症が客観的に診断されたのはＣクリニ

ックに受診した平成○年○月○日であることからすると、当審査会としては、

同日を発症日とするのが妥当であると判断する。したがって、請求人らの主張

は採用できない。 

（３）「発症前に過重な業務に就労したこと」について 

  ア 請求人は、１人作業であって、同一事業場の同種労働者の業務量と比較検

討することができない。 

  イ そこで、発症前３か月について、巻物の数量についてみると、監督署長の

調査によれば、事業場は、データを短期間で更新するため、当時の数量につ

いては不明としているところ、請求人提出の資料を基に算定した巻物の本数

は、月曜日から金曜日までのうち、木曜日が１０２本と若干少なめであるほ

かは、１３５本〜１３８本とほぼ一定で、日によって大きな差は認められな

い。平成○年○月○日の恵方巻きを作成した日は、２７２本であって約２倍

に増加しているが、当該１日のみであり、認定基準に定める「過重な業務」

の要件である「１日の業務量が通常の業務量のおおむね２０％以上増加し、

その状態が１か月のうち１０日程度認められるもの」、「１日の労働時間の３

分の１程度にわたって業務量が通常の業務量のおおむね２０％以上増加し、

その状態が１か月のうち１０日程度認められるもの」のいずれにも該当する

事実は認められない。 

    なお、請求人らが提出した意見書に添付された資料○「○年（Ｈ○年）○

の製造計画表より（○月〜○月分）」は、発症前３か月以前の作業量を示すも

のであり、同資料の数値については、採用することができない。 

    また、その他の一件資料を精査するも、認定基準にいわゆる「１日の業務

量が通常の業務量のおおむね２０％以上増加」した日数が「１か月のうち１

０日程度認められる」ことを示す信頼に足りる客観的な資料は見出すことが

できない。 

（４）「過重な業務への就労と発症までの経過が、医学上妥当なものと認められ 

ること」について 

   主治医であるＥ医師及びＦ医師は、いずれも意見書において、本件疾病と

業務の関係について肯定的な意見を述べているが、労災医員であるＧ医師は
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否定する意見を述べ、さらに、Ｅ医師は意見書において請求人の症状に心因

性の要素があるとも述べている。また、認定基準によれば、一般に業務に起

因する外因性疾病は業務をやめると軽快する方向に向かうとされているとこ

ろ、請求人においては療養を開始して６か月以上経過しているにもかかわら

ず治ゆの見込みが立たないとされており、業務以外の要素の関与が強く示唆

される。したがって、当審査会としては、請求人の訴える症状の原因には心

因性の反応等の業務以外の要素が相当程度加わっていることが疑われ、業務

との医学的相当因果関係は認められないと判断する。 

（５）以上からすると、本件疾病は、認定基準に定める要件を満たさないから上

肢に過度の負担のかかる業務により発症した上肢障害とは言えず、業務に起

因して発症したものとは認められない。 

３ 以上のとおりであるので、請求人の疾病は業務上の事由によるものとは認めら

れず、したがって、監督署長が請求人に対してした療養補償給付及び休業補償給

付を支給しない旨の処分は妥当であって、これらを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


